
  

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

「アイ･エー 経営者通信 」送付のご案内           
新年あけましておめでとうございます。貴社におかれましては、輝かしい新年をお迎えの

こととお慶び申し上げます。また、旧年中は格別なご⾼配を賜り、誠にありがたく厚く御

礼申し上げます。本年も、より⼀層のお引⽴てを賜りますようお願い申し上げます。

1453 人・人口減少・一日あたり 

厚労省が発表する「⽇本の１⽇」という資料、H28〜R2 版の数字からピックアップし
てみます。⼀⽇で生まれるのは 2297 人、亡くなるのは 3750 人。人口は毎⽇ 1453
人減少しました。同じ統計の 10 年前（H17〜H21）のものと比較してみると、生誕
2932 人、死亡 3129 人、197 人の減少。減少傾向は変わらないものの、減少数は 10
倍を上回っています。毎⽇亡くなる 3750 人の内訳です。ガン 1034、心疾患 562、脳
血管疾患 281、事故 106、⽼衰 362、自殺 58 となっています。 

1188 億 9014 万円 
同じ資料から、国⺠全体の医療費です（10 年前(以下同)は 932.7 億円）。入院してい
る人 1,312,600 人、通院 7,191,000 人。介護保険関係からは、介護保険給付費
4,007 円（3,716）。デイサービス利⽤回数 410,410 回（258,135）、ホームヘルパ
ー利⽤回数 791,307 回（484,905）。 

531 件 
児童虐待相談件数です（117）。6 歳未満の子供を持つ親の育児、家事に費やす時間は
夫 1 時間 23 分、妻 7 時間 34 分（夫 1h0ｍ、妻 7h27m）。元の資料でわざわざ注釈
が付いていましたが、夫の家事時間は先進諸国で最低水準だそうです。結婚 1436
組、離婚 528 組（結婚 1,939、離婚 694）です。次は雇⽤関係の数値。ハローワーク
での新たな求職開始 12,652 人（21,432）。ハローワーク経由での就職 3,391 人
（5,592）。労働災害 359 人（290）労働相談件数 3,256 件（3,126）。 

安全第一︕事故なく、健康に︕ 
新年早々、⾊々な数字を⾒て頂きました。心配や不安なことはたくさんありますが、

今年も私たちは、皆さまの生活の安心と安全を全⼒でサポートしてまいります。どう

ぞ本年もよろしくお願い申し上げます。また、貴社にとっても、快調なスタートダッ

シュから事故の無い、実りの多い、最⾼の１年となりますことをお祈りいたします。 

 

 

～トピックス～ 

左記の記事に関連して。 

「日本の１日」という統計資料は５年

平均で１日あたりの各種数値を表し

ています。ここでは令和２年の年間

の数値を挙げてみようと思います。 

６５歳以上の高齢者数３６５０万人

（前年比 22 万人増）。総人口に対し

ての比率は 29.1％、ダントツで世界

１位。２位はイタリアの 23.6％。 

R2 年（対前年）、出生数 840,835 人

（25,917 減）。死亡数 1,372,755 人

(9,373 減) ※死亡数は 11 年ぶりの

減少！ 死因のうち、肺炎 12,456 人

減、インフルエンザ 2,313 人減。コロ

ナ対策は、他の罹患も抑制する効

果の大きいことが証明されました。 

人口全体では 531,920 人自然減。

鳥取県の人口が昨年 55 万人を切っ

たそうです。次の 10 年で九州の人

口に相当する減少が予想されてい

るそうです。婚姻数は、53 万 7583

組(78,069 減)。 

寿命は延びて人口が減るという、超

高齢少子化が進み、社会保障は厳

しくなるばかり。若い世代が結婚や

育児を前向きに考えられる社会にな

るため、何か貢献できることは無い

か？今年こそ変革が起こることを期

待しつつ。（浅井） 

料金別納郵便 
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経
営
者
通
信

   

―
あ
な
た
か
ら
の
情
報
と
し
て
経
営
者
に
―

1 2022（令和4年）

国　税／ 給与所得者の扶養控除等申告書の提出 
 本年最初の給与支払日の前日

国　税／ 報酬、料金、地代、家賃等の支払調書の提出
 1月31日

国　税／ 源泉徴収票の交付、提出 1月31日
国　税／ 12月分源泉所得税の納付 1月11日

（納期の特例を受けている事業所の7～12月
分は1月20日）

国　税／ 11月決算法人の確定申告 
（法人税・消費税等） 1月31日

国　税／ 5月決算法人の中間申告 1月31日
国　税／ 2月、5月、8月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 1月31日
地方税／ 固定資産税の償却資産に関する申告 1月31日
地方税／ 給与支払報告書の提出 1月31日
労　務／ 労働保険料の納付（第3期分） 1月31日

（労働保険事務組合委託の場合2月14日まで）

　令和2年分申告では100万人以上が利用した
スマートフォンによる確定申告。令和3年分か
らは、上場株式等に係る繰越損失等の申告が
できるほか、カメラで源泉徴収票を読み取れ
ば記載された金額等を国税庁HPの「確定申告
書等作成コーナー」へ自動反映できるように
なるなど更に便利になっています。

ワンポイント スマホ申告が更に便利に

1 月 の 税 務 と 労 務1月 （睦月）JANUARY

1日・元日　10日・成人の日

日 月 火 水 木 金 土
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1 月号─2

　
リ
ス
キ
リ
ン
グ（
学
び
直
し
）と
は
、

「
新
し
い
職
業
に
就
く
た
め
に
、
あ

る
い
は
、
今
の
職
業
で
必
要
と
さ
れ

る
ス
キ
ル
の
大
幅
な
変
化
に
適
応
す

る
た
め
に
、
必
要
な
ス
キ
ル
を
獲
得

す
る
/
さ
せ
る
こ
と
」で
す
。

　
近
年
、
企
業
の
D
X
（
デ
ジ
タ
ル

ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
）
推
進

が
世
の
中
に
浸
透
し
、
結
果
、
リ
ス

キ
リ
ン
グ
が
注
目
さ
れ
る
よ
う
に
な

っ
て
き
ま
し
た
。

　
詳
し
く
見
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

　 リ
ス
キ
リ
ン
グ
が
必
要
に

な
っ
た
背
景

　
昨
今
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

影
響
で
オ
ン
ラ
イ
ン
会
議
や
テ
レ
ワ

ー
ク
制
度
の
導
入
を
推
し
進
め
た
企

業
も
多
く
、
企
業
の
D
X
推
進
が
注

目
さ
れ
る
中
、
高
度
な
専
門
性
を
持

っ
た
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
不
足
も
注
目

さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
課
題
を
解
決

で
き
る
手
段
が
リ
ス
キ
リ
ン
グ
で
す
。

　
世
界
各
国
の
主
要
国
は
今
、
リ
ス

キ
リ
ン
グ
に
動
き
出
し
て
い
ま
す
。

ワ
ク
チ
ン
接
種
の
拡
大
に
よ
る
経
済

再
開
を
に
ら
み
、
今
あ
る
雇
用
の
維

持
か
ら
成
長
分
野
へ
労
働
移
動
を
促

す
職
業
教
育
に
政
策
の
軸
足
が
移
り

つ
つ
あ
る
た
め
で
す
。
労
働
移
動
に

よ
る
産
業
構
造
の
変
化
が
進
め
ば
、

経
済
の
押
し
上
げ
効
果
は
世
界
で
約

７
０
０
兆
円
に
達
す
る
と
の
試
算
も

あ
り
、
ス
キ
ル
を
高
め
て
生
産
性
を

上
げ
ら
れ
る
か
ど
う
か
で
各
国
の
競

争
力
が
左
右
さ
れ
る
の
で
す
。

　
ま
た
、「
技
術
的
失
業
」
の
脅
威
が

迫
っ
て
い
る
事
情
も
あ
り
ま
す
。

A
I
の
普
及
や
自
動
化
の
進
展
で
人

間
の
仕
事
の
多
く
が
機
械
に
代
替
さ

れ
る
と
の
見
方
が
広
が
っ
て
い
ま
す
。

反
対
に
、
デ
ー
タ
分
析
や
サ
イ
バ
ー

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
な
ど
新
し
い
仕
事
は

担
い
手
が
不
足
し
て
い
ま
す
。
世
界

経
済
フ
ォ
ー
ラ
ム
は
、
２
０
２
５
年

ま
で
に
デ
ジ
タ
ル
化
の
加
速
で
事
務

職
な
ど
８
５
０
０
万
人
分
の
雇
用
が

失
わ
れ
る
が
、
A
I
専
門
家
な
ど

９
７
０
０
万
人
の
新
た
な
雇
用
が
生

ま
れ
る
と
予
想
し
て
い
ま
す
。

　
日
本
は
、
職
業
訓
練
へ
の
公
的
支

出
の
G
D
P
比
が
主
要
国
で
も
最

低
水
準
で
コ
ロ
ナ
禍
で
は
企
業
の
休

養
手
当
を
助
成
す
る
雇
用
調
整
助
成

金
に
４
兆
円
超
が
投
じ
ら
れ
る
な
ど

雇
用
政
策
の
力
点
は
、
な
お
失
業
抑

制
に
置
か
れ
て
い
ま
す
。
デ
ジ
タ
ル

化
の
遅
れ
や
生
産
性
の
低
迷
な
ど
コ

ロ
ナ
禍
が
顕
在
化
さ
せ
た
日
本
の
課

題
は
、
多
く
が
人
材
投
資
の
遅
れ
に

起
因
す
る
も
の
で
す
。
世
界
の
競
争

か
ら
取
り
残
さ
れ
な
い
た
め
に
、
リ

ス
キ
リ
ン
グ
を
成
長
戦
略
の
中
核
に

位
置
付
け
る
こ
と
が
強
く
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

　リ
ス
キ
リ
ン
グ
の
導
入
事
例

⑴
　
リ
ス
キ
リ
ン
グ
の
先
駆
者
…

A
T
＆
T

　
ア
メ
リ
カ
の
通
信
会
社
A
T
&
T

は
、
２
０
０
８
年
の
時
点
で
は
社
会

調
査
に
よ
り
「
25
万
人
の
従
業
員
の

う
ち
未
来
の
事
業
に
必
要
な
ス
キ
ル

を
持
つ
人
は
半
数
に
過
ぎ
ず
、
約

10
万
人
は
10
年
後
に
は
存
在
し
な
い

で
あ
ろ
う
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
関
連
の
仕

事
の
ス
キ
ル
し
か
も
っ
て
い
な
い
」

と
認
識
し
て
い
ま
し
た
。
そ
の
対
応

と
し
て
２
０
１
３
年
に
「
ワ
ー
ク
フ

ォ
ー
ス
２
０
２
０
」
と
い
う
リ
ス
キ

リ
ン
グ
の
計
画
を
作
成
、
現
在
も
後

継
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
続
い
て
い
ま
す
。

10
億
ド
ル
を
か
け
て
10
万
人
の
従
業

員
の
リ
ス
キ
リ
ン
グ
を
実
行
し
ま
し

た
。
そ
の
結
果
、
社
内
で
必
要
な
技

術
職
の
81
％
を
充
足
で
き
ま
し
た
。

ま
た
、
リ
ス
キ
リ
ン
グ
に
参
加
し
た

従
業
員
は
そ
の
他
の
従
業
員
よ
り
も

１
・
１
倍
高
い
評
価
を
受
け
、
１
・
３

倍
多
く
表
彰
を
受
賞
し
、
離
職
率
は

１
・
６
倍
低
く
な
り
ま
し
た
。

⑵
　
リ
ス
キ
リ
ン
グ
に
注
力
す
る
企

業
…
ア
マ
ゾ
ン

　
２
０
２
５
年
ま
で
に
米
ア
マ
ゾ
ン

の
従
業
員
10
万
人
を
リ
ス
キ
リ
ン
グ

す
る
と
発
表
し
ま
し
た
（
一
人
当
た

り
の
投
資
額
は
約
75
万
円
）。
非
技

術
系
人
材
を
技
術
職
に
移
行
さ
せ
る

「
ア
マ
ゾ
ン
・
テ
ク
ニ
カ
ル
・
ア
カ

デ
ミ
ー
」
は
倉
庫
作
業
員
な
ど
が
9

か
月
の
専
門
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
受
講

し
、
77
人
が
「
卒
業
」
し
た
と
発
表

し
ま
し
た
。
ソ
フ
ト
開
発
エ
ン
ジ
ニ

ア
に
必
要
な
ス
キ
ル
を
身
に
つ
け
、

ク
ラ
ウ
ド
サ
ー
ビ
ス
の
最
先
端
の
部

署
に
配
属
さ
れ
給
与
も
倍
増
す
る
見

通
し
で
す
。
他
に
も
、
I
T
系
エ

ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
が
A
I
等
の
高

リ
ス
キ
リ
ン
グ
を

　成
長
戦
略
の
中
核
に
！

１

２



3─1月号

度
ス
キ
ル
を
獲
得
す
る
た
め
の
「
マ

シ
ン
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
・
ユ
ニ
バ
ー
シ

テ
ィ
」
が
あ
り
、
高
ス
キ
ル
職
種
へ

の
人
材
移
動
を
通
じ
た
生
産
性
の
向

上
を
主
な
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

⑶
　
社
外
に
も
リ
ス
キ
リ
ン
グ
を
提

供
…
マ
イ
ク
ロ
ソ
フ
ト

　
新
型
コ
ロ
ナ
に
伴
う
失
業
者

２
５
０
０
万
人
の
リ
ス
キ
リ
ン
グ
を

「Global Skills Initiative

」
で
無
償

支
援
し
て
い
ま
す
。
自
社
ソ
フ
ト

「M
icrosoft T

eam
s

」
上
に
３
社
の

教
育
コ
ン
テ
ン
ツ
を
登
載
し
外
部
の

教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
も
接
続
で
き
ま

す
。
日
本
で
も
２
０
２
０
年
12
月
よ

り
デ
ジ
タ
ル
ス
キ
ル
の
習
得
支
援
施

策
「
グ
ロ
ー
バ
ル
ス
キ
ル
イ
ニ
シ
ア

チ
ブ
ジ
ャ
パ
ン
」
を
提
供
。
デ
ジ
タ

ル
人
材
の
育
成
並
び
に
失
業
者
の
就

労
支
援
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
日
本
で
は
ま
だ
ま
だ
知
ら
れ
て
い

な
い
リ
ス
キ
リ
ン
グ
で
す
が
、
日
本

企
業
の
取
り
組
み
も
増
加
傾
向
に
あ

り
ま
す
。
日
立
製
作
所
で
は
全
社
員

約
16
万
人
を
対
象
に
リ
ス
キ
リ
ン
グ

が
実
施
さ
れ
、
D
X
基
礎
教
育
が

行
わ
れ
ま
し
た
。
富
士
通
に
お
い
て

も
、
2
0
2
0
年
度
の
経
営
方
針

に
お
い
て
「
I
T
カ
ン
パ
ニ
ー
か
ら

D
X
カ
ン
パ
ニ
ー
へ
」
を
提
唱
し
、

「
人
材
の
リ
ス
キ
リ
ン
グ
」
は
重
要

課
題
と
明
確
に
宣
言
し
ま
し
た
。

　 リ
ス
キ
リ
ン
グ
と
O
J
T

の
違
い
は
？

　
日
本
企
業
の
人
材
育
成
と
い
え

ば
、
O
J
T
（
職
場
内
訓
練
）
に
依

存
し
て
い
ま
し
た
。
リ
ス
キ
リ
ン
グ

と
O
J
T
の
違
い
は
何
で
し
ょ
う
か
。

O
J
T
は
、「
連
続
系
」
の
中
で
の

能
力
開
発
で
す
。
社
内
に
今
あ
る
仕

事
を
通
じ
て
や
り
方
や
流
れ
を
教
育

し
社
員
に
ス
キ
ル
を
習
得
し
て
も
ら

う
方
法
で
す
。
一
方
、
D
X
時
代

に
必
要
な
リ
ス
キ
リ
ン
グ
は
、「
非

連
続
系
」
の
能
力
開
発
で
す
。
今
は

ま
だ
な
い
事
業
や
業
務
の
た
め
に
社

員
に
必
要
な
ス
キ
ル
を
獲
得
し
て
も

ら
う
の
が
目
的
で
す
。

　
O
J
T
に
依
存
し
て
い
た
日
本

企
業
の
人
材
育
成
も
変
わ
り
始
め
ま

し
た
。
キ
ャ
ノ
ン
は
就
業
時
間
を
使

い
、
半
年
程
度
の
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
専

門
教
育
を
年
間
５
０
０
０
人
程
度
に

実
施
し
て
い
ま
す
。
プ
ロ
グ
ラ
ム
言

語
や
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
な
ど
１
９
０
講

座
を
用
意
し
生
産
現
場
の
従
業
員
も

含
め
幅
広
い
人
材
の
職
種
転
換
を
後

押
し
し
て
い
ま
す
。

　 リ
ス
キ
リ
ン
グ
導
入
に
お
け

る
今
後
の
課
題

課
題
①
　
リ
ス
キ
リ
ン
グ
を
実
行
す

る
に
は
、
ス
キ
ル
の
可
視
化
、
つ

ま
り
、
今
保
有
し
て
い
る
ス
キ
ル

の
実
態
と
こ
れ
か
ら
必
要
に
な
る

で
あ
ろ
う
ス
キ
ル
を
明
確
に
認
識

す
る
こ
と
が
前
提
と
な
り
ま
す
。

し
か
し
、
日
本
企
業
は
ス
キ
ル
デ

ー
タ
ベ
ー
ス
、
ス
キ
ル
マ
ッ
プ
の

信
頼
が
低
い
。

↓
ス
キ
ル
の
可
視
化
に
A
I
を
活

用
し
社
内
外
の
求
人
情
報
、
研
修
情

報
な
ど
か
ら
特
定
職
種
に
求
め
ら
れ

る
ス
キ
ル
を
特
定
し
、
常
に
更
新
し

続
け
る
仕
組
み
を
作
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

課
題
②
　
デ
ジ
タ
ル
ス
キ
ル
を
「
仕

事
で
使
え
る
レ
ベ
ル
」
に
高
め
ら

れ
る
コ
ン
テ
ン
ツ
は
ど
こ
に
あ
る

の
か
。
ラ
ー
ニ
ン
グ
や
座
学
だ
け

で
「
使
え
る
」
ス
キ
ル
が
身
に
つ

く
と
は
限
ら
な
い
。

↓
コ
ン
テ
ン
ツ
は
社
内
で
準
備
す
る

以
外
に
も
社
外
の
教
育
制
度
か
ら
も

見
つ
け
る
と
良
い
で
し
ょ
う
。
上
記

に
示
し
た
マ
イ
ク
ロ
ソ
フ
ト
の

「Global Skills Initiative

」
の
よ
う

な
制
度
を
積
極
的
に
有
効
利
用
し
た

り
、
外
部
か
ら
講
師
を
招
い
て
通
常

業
務
か
ら
離
れ
て
ス
キ
ル
習
得
に
努

め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

課
題
③
　
リ
ス
キ
リ
ン
グ
に
抵
抗
の

あ
る
社
員
が
一
定
数
お
り
、
こ
の

人
た
ち
に
本
当
に
リ
ス
キ
リ
ン
グ

で
き
る
の
か
。

↓
リ
ス
キ
リ
ン
グ
を
実
行
し
な
け
れ

ば
、
企
業
内
で
「
価
値
を
生
み
続
け

る
」
人
材
と
し
て
D
X
時
代
を
生
き

残
れ
ま
せ
ん
。
逆
に
、
上
手
に
リ
ス

キ
リ
ン
グ
す
れ
ば
社
内
で
価
値
を
発

揮
し
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
と
い
う

こ
と
を
伝
え
ら
れ
る
か
で
す
。
リ
ス

キ
リ
ン
グ
教
育
の
ゴ
ー
ル
に
ど
こ
ま

で
進
め
て
い
る
か
、
社
員
そ
れ
ぞ
れ

の
ス
キ
ル
を
可
視
化
し
た
上
で
新
し

い
職
務
の
可
能
性
を
見
せ
る
こ
と
、

そ
し
て
社
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を

維
持
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
と
な
り

ま
す
。

　
た
だ
で
さ
え
生
産
年
齢
人
口
の
減

少
が
深
刻
な
日
本
に
お
い
て
、
コ
ロ

ナ
不
況
か
ら
経
済
を
回
復
さ
せ
る
に

は
、
リ
ス
キ
リ
ン
グ
な
ど
を
通
じ
て

非
正
規
雇
用
に
な
り
が
ち
な
女
性
が

キ
ャ
リ
ア
を
続
け
ら
れ
る
よ
う
に
す

る
工
夫
も
必
須
で
す
。
リ
ス
キ
リ
ン

グ
は
、
未
来
の
投
資
と
位
置
づ
け
発

想
の
転
換
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

３

４
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年
が
明
け
る
と
、
会
社
の
経
理
担

当
者
の
方
は
、
１
月
の
税
務
処
理
で

あ
る
各
種
法
定
調
書
や
償
却
資
産
申

告
書
等
の
作
成
・
提
出
が
待
っ
て
い

ま
す
。
ま
た
、
令
和
３
年
分
の
還
付

申
告
も
１
月
か
ら
始
ま
り
ま
す
。

　
毎
年
の
行
事
で
す
が
、
漏
れ
の
な

い
よ
う
に
確
認
し
て
い
き
ま
す
。

各
種
法
定
調
書
の
作
成

　
法
定
調
書
と
は
、
所
得
税
法
・
相

続
税
法
・
租
税
特
別
措
置
法
及
び
内

国
税
の
各
税
の
適
正
な
課
税
の
確
保

を
図
る
た
め
の
国
外
送
金
等
に
係
る

調
書
の
提
出
等
に
関
す
る
法
律
の
規

定
に
よ
り
税
務
署
に
提
出
が
義
務
付

け
ら
れ
て
い
る
資
料
で
す
。

　
法
定
調
書
の
種
類
と
し
て
は
60
種

類
あ
り
ま
す
が
、
一
般
の
会
社
で
義

務
の
あ
る
も
の
は
限
ら
れ
て
お
り
、

次
の
１
〜
３
の
３
種
類
が
頻
出
項
目

と
し
て
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　
こ
れ
ら
は
支
払
が
確
定
し
た
日
の

属
す
る
年
の
翌
年
１
月
末
ま
で
に
所

轄
税
務
署
長
に
提
出
し
ま
す
。

１
　
給
与
所
得
の
源
泉
徴
収
票

　
複
写
作
成
さ
れ
、
①
税
務
署
提
出

用
、
②
受
給
者
交
付
用
、
③
市
区
町

村
提
出
用
（
給
与
支
払
報
告
書
）
と

し
て
利
用
さ
れ
ま
す
。

　
給
与
所
得
の
源
泉
徴
収
票
の
提
出

範
囲
は
、
表
１
の
と
お
り
で
す
。

２
　
報
酬
・
料
金
・
契
約
金
及
び
賞

金
の
支
払
調
書

　
令
和
３
年
中
に
講
演
料
や
外
交
員

報
酬
な
ど
所
得
税
法
第
２
０
４
条
第

１
項
等
に
規
定
す
る
報
酬
・
料
金
等

を
支
払
っ
た
者
は
、
同
一
人
に
対
す

る
支
払
金
額
の
合
計
が
一
定
額
を
超

え
る
場
合
に
税
務
署
へ
の
提
出
義
務

が
あ
り
ま
す
。

３
　
不
動
産
の
使
用
料
等
の
支
払
調

書
　
令
和
３
年
中
に
不
動
産
、
不
動
産

の
上
に
存
す
る
権
利
、
総
ト
ン
数
20

ト
ン
以
上
の
船
舶
、
航
空
機
の
借
り

受
け
の
対
価
や
不
動
産
の
上
に
存
す

る
権
利
の
設
定
の
対
価
の
支
払
を
す

る
法
人
や
不
動
産
業
者
で
あ
る
個
人

が
提
出
義
務
者
で
す
。

　
提
出
範
囲
は
、
同
一
人
に
対
す
る

年
中
の
支
払
金
額
が
15
万
円
を
超
え

る
者
で
す
が
、
法
人
（
人
格
の
な
い

社
団
等
を
含
み
ま
す
）
に
支
払
う
不

動
産
の
使
用
料
等
に
つ
い
て
は
、
権

利
金
、
更
新
料
等
の
み
を
提
出
し
ま

す
。
し
た
が
っ
て
、
法
人
に
対
し
て
、

家
賃
や
賃
借
料
の
み
を
支
払
っ
て
い

る
場
合
は
、
支
払
調
書
の
提
出
は
不

要
で
す
。

◆
　
e

－

T
a
x
等
に
よ
る
提
出
の

場
合

　
法
定
調
書
の
種
類
ご
と
に
、
前
々

年
の
提
出
す
べ
き
で
あ
っ
た
枚
数
が

１
０
０
枚
以
上
で
あ
る
法
定
調
書
に

つ
い
て
は
、
昨
年
１
月
か
ら
e

－

T
a
x
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
に
よ

り
提
出
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
し
た
が
っ
て
、
令
和
２
年
に
提
出

し
た
給
与
所
得
の
源
泉
徴
収
票
の
枚

数
が
、
１
０
０
枚
以
上
で
あ
る
場
合

に
は
、
今
年
１
月
に
提
出
す
る
給
与

所
得
の
源
泉
徴
収
票
は
、
e

－

T
a
x
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
に
よ

る
提
出
が
必
要
と
な
り
ま
す
の
で
注

意
が
必
要
で
す
。

表1　給与所得の源泉徴収票の提出範囲
受給者の区分 提出範囲

年
末
調
整
を
し
た
者

⑴　法人（人格のない社団等を含みます）の役員（取締役、執行役、会計参与、監
査役、理事、監事、清算人、相談役、顧問等である者）及び現に役員をしてい
なくても令和3年中に役員であった者

令和3年中の給与等の支払金額が150
万円を超える者

⑵　弁護士、司法書士、土地家屋調査士、公認会計士、税理士、弁理士、海事代
理士、建築士等（所得税法第204条第１項第２号に規定する者）

令和3年中の給与等の支払金額が250
万円を超える者

⑶　上記⑴及び⑵以外の者 令和3年中の給与等の支払金額が500
万円を超える者

年
末
調
整
を
し
な
か
っ
た
者

⑷　「給与所得者の扶
養控除等申告書」
を提出した者

イ　令和3年中に退職した者、災害により被害を受けたた
め、令和3年中の給与所得に対する源泉所得税及び復興
特別所得税の徴収の猶予又は還付を受けた者

令和3年中の給与等の支払金額が
250万円を超える者。ただし、法人
の役員の場合には50万円を超える者

ロ　令和3年中に主たる給与等の金額が2,000万円を超え
るため、年末調整をしなかった者 全部

⑸　「給与所得者の扶養控除等申告書」を提出しなかった者（給与所得の源泉徴収税
額表の月額表又は日額表の乙欄若しくは丙欄適用者等）

令和3年中の給与等の支払金額が50
万円を超える者

　

１
月
の
税
務
処
理

　（各
種
法
定
調
書
や
償
却
資
産
申
告
書
の

 

作
成
・
提
出
、
所
得
税
の
還
付
申
告
）
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◆
　
令
和
３
年
分
の
法
定
調
書
の
改

正
事
項

　
法
定
調
書
の
提
出
に
あ
た
り
、
あ

ら
か
じ
め
税
務
署
長
に
届
け
出
た
場

合
に
は
、
令
和
４
年
１
月
か
ら
ク
ラ

ウ
ド
等
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に

そ
の
法
定
調
書
に
記
載
す
べ
き
事
項

（
以
下
「
記
載
情
報
」
と
い
い
ま
す
。）

を
記
録
し
、
か
つ
、
税
務
署
長
に
対

し
て
そ
の
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
さ
れ
た

そ
の
記
載
情
報
を
閲
覧
し
、
及
び
記

録
す
る
権
限
を
付
与
す
る
こ
と
に
よ

り
、
法
定
調
書
の
提
出
を
す
る
こ
と

が
で
き
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

◆
　
法
定
調
書
の
訂
正

　
提
出
後
、
法
定
調
書
に
誤
り
が
あ

っ
た
場
合
に
は
、
当
初
提
出
し
た
法

定
調
書
を
無
効
と
す
る
と
と
も
に
、

正
し
い
内
容
の
法
定
調
書
を
作
成
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

償
却
資
産
申
告
書

１
　
申
告
す
べ
き
資
産

　
令
和
４
年
１
月
１
日
現
在
で
現
存

す
る
事
業
用
償
却
資
産
（
他
に
貸
し

て
い
る
も
の
を
含
み
ま
す
）
に
つ
い

て
申
告
し
ま
す（
表
２
参
照
）。

　
な
お
、
遊
休
資
産
や
未
稼
働
資
産

で
あ
っ
て
も
賦
課
期
日
（
１
月
１
日
）

現
在
に
お
い
て
事
業
の
用
に
供
す
る

こ
と
が
で
き
る
状
態
に
あ
る
も
の
や
、

租
税
特
別
措
置
法
に
お
け
る
「
中
小

企
業
者
等
の
少
額
減
価
償
却
資
産
の

取
得
価
額
の
損
金
算
入
の
特
例
制

度
」
に
よ
り
30
万
円
未
満
の
減
価
償

却
資
産
を
必
要
経
費
又
は
全
額
損
金

算
入
し
た
場
合
も
、
申
告
対
象
と
な

り
ま
す
。

２
　
申
告
の
方
法

①
　
前
年
度
（
令
和
3
年
度
）
に
申

告
し
た
者
…
増
減
申
告

　
　
令
和
３
年
１
月
２
日
か
ら
令
和

４
年
１
月
１
日
ま
で
の
間
に
、
増

加
・
減
少
の
あ
っ
た
資
産
に
つ
い

て
申
告
し
ま
す
。

②
　
今
年
度
初
め
て
申
告
す
る
者
…

全
資
産
申
告

　
　
令
和
４
年
１
月
１
日
現
在
で
所

有
す
る
す
べ
て
の
資
産
に
つ
い
て

申
告
し
ま
す
。

３
　
免
税
点

　
課
税
標
準
の
合
計
額
が
１
５
０
万

円
未
満
の
場
合
は
課
税
さ
れ
ま
せ
ん
。

４
　
納
期

　
納
期
は
４
月
、
７
月
、
12
月
及
び

翌
年
２
月
の
４
期
で
す
（
市
区
町
村

で
異
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
）。

５
　
留
意
点

　
備
考
欄
に
、
資
産
の
増
減
の
有

無
、
該
当
資
産
の
有
無
、
廃
業
、
解

散
、
転
出
、
合
併
等
が
あ
る
場
合
に

は
、日
付
の
記
載
欄
が
あ
り
ま
す（
自

治
体
に
よ
る
）
の
で
記
載
し
て
く
だ

さ
い
。

所
得
税
の
還
付
申
告

　
還
付
申
告
が
で
き
る
期
間
は
、
確

定
申
告
期
間
と
は
関
係
な
く
、
そ
の

年
の
翌
年
１
月
１
日
か
ら
５
年
間
で

す
。
令
和
３
年
分
の
還
付
申
告
に
つ

い
て
は
、
今
年
１
月
か
ら
行
え
ま
す

の
で
、
早
め
に
還
付
申
告
書
を
提
出

す
る
こ
と
に
よ
り
、
還
付
も
早
め
に

受
け
取
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
還
付
申
告
の
主
な
も
の
と
し
て
は
、

「
雑
損
控
除
」
や
「
医
療
費
控
除
」、

「
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
」
の
ほ
か
、
次
の

よ
う
な
も
の
が
あ
り
ま
す
。

①
　
年
の
途
中
で
退
職
し
、
源
泉
徴

収
税
額
が
納
め
過
ぎ
に
な
っ
て
い

る
場
合

②
　
国
や
地
方
公
共
団
体
な
ど
に
対

し
、
特
定
の
寄
附
を
し
た
場
合

③
　
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
損
失

の
金
額
に
つ
い
て
申
告
分
離
課
税

を
選
択
し
た
上
場
株
式
等
に
係
る

配
当
所
得
等
の
金
額
か
ら
控
除
し

た
場
合

④
　
特
定
支
出
控
除
の
適
用
を
受
け

る
場
合

表2　資産の種類と主な償却資産

資産の種類 主な償却資産の例示
１．構築物 看板（広告塔）、井戸、門、塀、庭園その他土地に定着する土木設備など

２．機械及び装置 電気機械、化学機械、建設機械、印刷機械、起重機その他物品の製造、加工修理な
どに使用する機械及び装置など

３．船舶 ボート、貨物船、漁船、客船など
４．航空機 飛行機、ヘリコプター、グライダーなど

５．車両及び運搬具 ホイールクレーン、フォークリフトなどの特殊自動車（自動車税及び軽自動車税の課
税対象は除く）など

６．工具・器具及び備品 机、椅子、ロッカー、金庫、パソコン、プリンター、計算機、レジスター、応接セッ
ト、テレビ、陳列ケース、測定工具、切削工具など
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男
女
と
も
仕
事
と
育
児
を
両
立
で

き
る
よ
う
に
、
産
後
パ
パ
育
休
制
度

（
出
生
時
育
児
休
業
制
度
）
の
創
設

や
雇
用
環
境
整
備
、
個
別
周
知
・
意

向
確
認
の
措
置
の
義
務
化
な
ど
の
改

正
が
行
わ
れ
、
令
和
４
年
４
月
、
同

年
10
月
、
令
和
５
年
４
月
の
三
段
階

に
分
け
て
順
次
施
行
さ
れ
ま
す
。

　
今
回
、
施
行
日
ご
と
に
時
系
列
で

改
正
概
要
を
見
て
い
き
ま
す
。

　
な
お
、
令
和
４
年
４
月
と
同
年
10

月
の
改
正
は
す
べ
て
の
規
模
の
企
業
、

令
和
５
年
４
月
の
改
正
は
、
従
業
員

数
１
０
０
０
人
超
の
企
業
が
対
象
で

す
。

一
　
令
和
４
年
４
月
１
日
施
行

㈠
　
雇
用
環
境
整
備
、
個
別
の
周

知
・
意
向
確
認
の
措
置
の
義
務
化

〈
雇
用
環
境
の
整
備
〉

　
育
児
休
業
と
産
後
パ
パ
育
休
（
後

述
）
の
申
し
出
が
円
滑
に
行
わ
れ
る

よ
う
、
事
業
主
は
以
下
の
い
ず
れ
か

の
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。

　
ま
た
、
複
数
の
措
置
を
講
じ
る
こ

と
が
望
ま
し
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

①
　
育
児
休
業
・
産
後
パ
パ
育
休
に

関
す
る
研
修
の
実
施

②
　
育
児
休
業
・
産
後
パ
パ
育
休
に

関
す
る
相
談
体
制
の
整
備
等
（
相

談
窓
口
設
置
）

③
　
自
社
の
労
働
者
の
育
児
休
業
・

産
後
パ
パ
育
休
取
得
事
例
の
収

集
・
提
供

④
　
自
社
の
労
働
者
へ
育
児
休
業
・

産
後
パ
パ
育
休
制
度
と
育
児
休
業

取
得
促
進
に
関
す
る
方
針
の
周
知

〈
個
別
の
周
知
・
意
向
確
認
の
措
置
〉

　
本
人
ま
た
は
配
偶
者
の
妊
娠
・
出

産
等
を
申
し
出
た
労
働
者
に
対
し

て
、
事
業
主
は
育
児
休
業
制
度
等
に

関
す
る
次
の
事
項
の
周
知
と
休
業
の

取
得
意
向
の
確
認
を
、
個
別
に
行
わ

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

①
　
周
知
事
項

イ
　
育
児
休
業
・
産
後
パ
パ
育
休

に
関
す
る
制
度

ロ
　
育
児
休
業
・
産
後
パ
パ
育
休

の
申
し
出
先

ハ
　
育
児
休
業
給
付
に
関
す
る
こ

と
ニ
　
労
働
者
が
育
児
休
業
・
産
後

パ
パ
育
休
期
間
に
つ
い
て
負
担

す
べ
き
社
会
保
険
料
の
取
り
扱

い

②
　
個
別
周
知
・
意
向
確
認
の
方
法

イ
　
面
談

ロ
　
書
面
交
付

ハ
　
F
A
X

ニ
　
電
子
メ
ー
ル
等

　
　
な
お
、
雇
用
環
境
整
備
、
個
別

周
知
・
意
向
確
認
の
い
ず
れ
も
、

「
産
後
パ
パ
育
休
」
に
つ
い
て
は
、

令
和
４
年
10
月
１
日
か
ら
対
象
と

な
り
ま
す
。

二
　
令
和
4
年
10
月
1
日
施
行

　「
産
後
パ
パ
育
休（
出
生
時
育
児
休

業
）」が
創
設
さ
れ
る
ほ
か
、
育
児
休

業
の
分
割
取
得
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

　
従
来
の
育
休
制
度
（「
①
旧
育

休
」）
と
、
新
た
な
育
休
制
度
（「
②

新
育
休
」）及
び
産
後
パ
パ
育
休（「
③

産
後
パ
パ
育
休
」）
を
比
較
し
な
が

ら
見
て
い
く
こ
と
と
し
ま
す
。

㈠
　
対
象
期
間
取
得
可
能
日
数

①
　
旧
育
休

　
　
原
則
と
し
て
子
が
１
歳
（
最
長

２
歳
）に
達
す
る
日
ま
で
。

②
　
新
育
休

　
　
旧
育
休
と
同
じ
。

③
　
産
後
パ
パ
育
休

　
　
子
の
出
生
後
８
週
間
以
内
に
、

４
週
間
ま
で
取
得
可
能
。

㈡
　
申
出
期
限

①
　
旧
育
休

　
　
原
則
と
し
て
育
児
休
業
を
開
始

し
よ
う
と
す
る
日
の
1
か
月
前
ま

で
。

時系列でみる
～令和4年4月以降分～
育児介護休業法の改正
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②
　
新
育
休

　
　
旧
育
休
と
同
じ
。

③
　
産
後
パ
パ
育
休

　
　
原
則
と
し
て
育
児
休
業
を
開
始

し
よ
う
と
す
る
日
の
2
週
間
前
ま

で
。

　
　
な
お
、
雇
用
環
境
の
整
備
等
に

つ
い
て
、
改
正
で
義
務
付
け
ら
れ

る
内
容
を
上
回
る
取
組
の
実
施
を

労
使
協
定
で
定
め
て
い
る
場
合

は
、
1
か
月
前
ま
で
と
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

㈢
　
分
割
取
得

①
　
旧
育
休

　
　
原
則
と
し
て
、
分
割
不
可
。

②
　
新
育
休

　
　
分
割
し
て
２
回
取
得
可
能
。

③
　
産
後
パ
パ
育
休

　
　
分
割
し
て
２
回
取
得
可
能
。

㈣
　
休
業
中
の
就
業

①
　
旧
育
休

　
　
原
則
と
し
て
就
業
不
可
。

②
　
新
育
休

　
　
旧
育
休
と
同
じ
。

③
　
産
後
パ
パ
育
休

　
　
労
使
協
定
を
締
結
し
て
い
る
場

合
に
限
り
、
労
働
者
が
合
意
し
た

範
囲
で
休
業
中
に
就
業
す
る
こ
と

が
可
能
。

　
　
具
体
的
な
手
続
き
の
流
れ
は
次

の
イ
〜
ニ
の
と
お
り
で
す
。

イ
　
労
働
者
が
就
業
し
て
も
よ
い

場
合
は
、
事
業
主
に
そ
の
条
件

を
申
し
出

ロ
　
事
業
主
は
、
労
働
者
が
申
し

出
た
条
件
の
範
囲
内
で
候
補

日
・
時
間
を
提
示
（
候
補
日
等

が
な
い
場
合
は
そ
の
旨
）

ハ
　
労
働
者
が
同
意

ニ
　
事
業
主
が
通
知

　
　
な
お
、
就
業
可
能
日
等
に
は
次

の
上
限
が
あ
り
ま
す
。

・
休
業
期
間
中
の
所
定
労
働
日
、

所
定
労
働
時
間
の
半
分

・
休
業
開
始
、
終
了
予
定
日
を
就

業
日
と
す
る
場
合
は
当
該
日
の

所
定
労
働
時
間
数
未
満

　
　「
産
後
パ
パ
育
休
」
も
育
児
休

業
給
付
（
出
生
時
育
児
休
業
給
付

金
）
の
対
象
で
す
。
休
業
中
に
就

業
日
が
あ
る
場
合
は
、
就
業
日
数

が
最
大
10
日
（
10
日
を
超
え
る
場

合
は
就
業
し
て
い
る
時
間
数
が
80

時
間
）
以
下
で
あ
る
場
合
に
、
給

付
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

㈤
　
１
歳
以
降
の
延
長

①
　
旧
育
休

　
　
育
休
開
始
日
は
１
歳
、
１
歳
半

の
時
点
に
限
定
。

②
　
新
育
休

　
　
育
休
開
始
日
を
柔
軟
化
。

㈥
　
１
歳
以
降
の
再
取
得

①
　
旧
育
休

　
　
再
取
得
不
可
。

②
　
新
育
休

　
　
特
別
な
事
情
（
１
歳
以
降
の
育

児
休
業
が
、
他
の
子
に
つ
い
て
の

産
前
・
産
後
休
業
、
産
後
パ
パ
育

休
、
介
護
休
業
ま
た
は
新
た
な
育

児
休
業
の
開
始
に
よ
り
育
児
休
業

が
終
了
し
た
場
合
で
、
産
休
等
の

対
象
だ
っ
た
子
等
が
死
亡
等
し
た

と
き
）
が
あ
る
と
き
は
、
再
度
育

児
休
業
を
取
得
で
き
ま
す
。

　
　
な
お
、
産
後
パ
パ
育
休
は
、
出

生
後
８
週
間
の
制
度
の
た
め
、
㈤

及
び
㈥
は
対
象
外
で
す
。

　
　
育
休
制
度
と
産
後
パ
パ
育
休
の

取
得
例
は
、
下
図
の
よ
う
に
な
り

ま
す
。

三
　
令
和
５
年
４
月
１
日
施
行

　
従
業
員
数
１
０
０
０
人
超
の
企
業

は
、
育
児
休
業
等
の
取
得
の
状
況
を

年
１
回
公
表
す
る
こ
と
が
義
務
付
け

ら
れ
ま
す
。

　
公
表
内
容
は
、
男
性
の
「
育
児
休

業
等
の
取
得
率
」
ま
た
は
「
育
児
休

業
等
と
育
児
目
的
休
暇
の
取
得
率
」

と
省
令
で
定
め
ら
れ
る
予
定
で
す
。

産後パパ育休
分割して２回
取得可能

育休
分割して２回取得可能
（母の取得例を参照）

１歳以降の育児休業
育休開始日を柔軟化

（夫婦が途中交代できる）

母

出生

（図）

産休 育休 育休 育休 育休

休 休 育休 育休 育休

１歳半１歳 ２歳

父

出生後
8週
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　2024年に新紙幣が刷新されることにな
りました。一万円札は40年ぶりの新デザ
インとなり、NHK大河ドラマ「青天を衝け」
の主人公として話題にもなった「渋沢栄一」
が描かれます。
　今、彼の思想が注目されています。100
年も前に、持続可能な企業や社会のあり方
に気づいており、このコロナ禍においてヒ
ントがその生き方にあるからです。
　渋沢栄一は、数多くの企業の設立に関わ
り「日本の資本主義の父」と呼ばれています。
銀行、交通、製紙など約500の企業を設立・
運営し、その一方で約600の社会公共事
業に携わり、貧しい人々の救済など社会福
祉や慈善活動にも取り組みました。
　渋沢栄一が行った講演をまとめた『論語
と算盤』はいまなお多くの方に読み継がれ
ているビジネス指南書です。一見相反する

「論語（道徳）と算盤（経営）を融合させるこ
と」が商売繁盛の心得であると説いていま
す。「論語か算盤」ではなく、「論語と算盤」
のいずれも大事なのです。渋沢のこの考え
方を「道徳経済合一説」と言います。これは、
①経営者だけが利益を得るのではなく、社
会全体が利益を得る理念・倫理にかなう志
の高い経営を行わなければ幸福は持続しな
い。②利益はすべて自分のものだとひとり
占めすることなく、利益を社会に還元しな
ければ経済活動は持続しない、というもの
です。つまり、個人の利益と同時に公益も
目指すべきであり、企業には社会貢献が欠
かせないというのです。
　コロナ禍、目の前に渋沢栄一がいたとす
れば、対応策で大事なのは、“感染防止か、
経済活動か”と問えば、“感染防止と経済
活動”となるでしょう。豊富な資金を持つ
企業から寄付を集めて基金を作り、生活困
窮者や医療従事者への緊急支援のための組
織を立ち上げるなど、素早く行動し様々な
制度改革を提言したかもしれません。

新一万円札の顔 
～渋沢栄一に学ぶ～

　しめ縄や門松などお正月飾りの目的は、
新しい年の神様をお招きするための目印で
す。
　前年の12月末までに家の外に飾り、松
の内（1月1～7日、地方によっては1月
15日）が明けたらどんど焼きと呼ばれる
焚きあげで片づけるようにします。
　一方、お正月花の目的は、年神様とお客
様を歓迎するためのおもてなしのためです。
新年の幸せと無病息災を祈り、また、新年
のご挨拶のための来客に、掃除の行き届い
た部屋に飾ると心が洗われるものです。ど
んど焼きの必要もなく片付けの決まりも特
にありません。
　縁起の良いとされる花は、冬でもグリー
ンの葉を落とさない常緑樹の「松」、真直
ぐ上に伸び成長が早い「竹」、色彩の少な
い冬に真赤に色づく実は豊かさの象徴でも
あり、難を転ずると言われる「南天」や、
富や繁栄を表す「万両」などが好まれます。
お正月花で心豊かに過ごしましょう。

「お正月花」を飾ろう　
上
司
も
し
く
は
取
引
先
の
方
に
ご

ち
そ
う
に
な
っ
た
と
し
ま
す
。
そ
の

場
若
し
く
は
別
れ
際
で
「
あ
り
が
と

う
ご
ざ
い
ま
す
」
と
い
う
感
謝
の
言

葉
は
ど
な
た
で
も
さ
れ
る
基
本
中
の

基
本
で
す
。

　
帰
宅
し
た
ら
「
本
日
は
〜
あ
り
が

と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
」
と
メ
ー
ル
ま

た
は
手
紙
で
お
礼
を
伝
え
ま
す
。
２

回
目
の
そ
の
日
の
う
ち
の
お
礼
は
、

相
手
に
「
喜
ん
で
も
ら
え
た
」
と
い

う
好
印
象
が
残
り
ま
す
。

　
３
回
目
は
、次
回
会
っ
た
時
で
す
。

「
先
日
は
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
」

と
少
し
時
間
が
経
っ
て
か
ら
お
礼
を

言
わ
れ
る
と
本
当
に
心
か
ら
感
謝
さ

れ
て
い
る
と
い
う
思
い
が
よ
り
強
く

気
持
ち
の
良
い
再
会
と
な
り
ま
す
。

　
ビ
ジ
ネ
ス
の
根
底
は
「
人
」
で
す
。

「
お
礼
３
回
」
で
よ
り
良
い
人
間
関

係
を
築
き
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン

ス
を
つ
か
む
コ
ツ
に
し
て
み
て
く
だ

さ
い
。

お
礼
は
３
回
言
う

発行


